
運航再開のお知らせ 

 

平素より株式会社ジールをご利⽤いただき、誠にありがとうございます。 

この度、弊社に対する事業停⽌命令の期間が満了したことに伴い、令和 8 年 8
⽉ 14 ⽇より運航を再開いたしました。 

今回の事態により、お客様、関係者の皆様に多⼤なるご迷惑とご⼼配をおかけ
しましたことを、深くお詫び申し上げます。 

弊社では今回の件を重く受け⽌め、安全管理体制の⾒直しおよび再発防⽌に向
けた取り組みを進めてまいりました。今後、より⼀層の安全運航に努めてまい
る所存でございます。 

皆様には今後とも変わらぬご愛顧を賜りますよう、何卒よろしくお願い申し上
げます。 

2026 年 8 ⽉ 14 ⽇ 
株式会社ジール 

 



事業停止処分について 

 

令和 8年 7月 15 日（火）から同年 8月 13 日（水）までの 30 日間、関東運輸局より海上運送法に

基づく事業停止処分を受けることとなりました。お客様並びに関係者の皆様に多大なるご迷惑を

おかけすることを、深くお詫び申し上げます。 

 

【処分の経緯について】 

今回の処分は、当社の社員が自身の海技免状の失効を会社に隠すために管理データを改ざんし、

長期にわたり虚偽の状態で乗務を続けていたことが主たる原因です。また、当該社員は事故が発

生した際にも、その事実を会社に報告せず隠蔽しました。このような行為は、安全運航を担う事

業者の社員として決して行ってはならないものであり、当該社員については厳正な処分を行いま

した。 

しかしながら、このような事態を招いた背景には、資格管理においてデータの確認・更新が属人

的な運用となっており、組織として多重確認する仕組みが不十分であった、会社としての管理体

制の問題がありました。また、今回の不正発覚を機に実施された運輸局による監査において、安

全管理・運航管理体制上の不備も確認されました。これらはいずれも会社全体の責任として真摯

に受け止めており、根本的な見直しに取り組んでまいります。 

 

【是正措置について】 

別紙のとおり、管理・組織体制の抜本的な見直しを行いました。 

 

【運航再開について】 

令和 8年 8月 14 日（木）より運航再開を予定しております。ご不便をおかけいたしますことを心

よりお詫び申し上げます。 

当社は、是正措置・再発防止への取り組みを引き続き徹底するとともに、皆様からの信頼回復に

向けて全力で取り組んでまいります。今後とも変わらぬご支援を賜りますよう、よろしくお願い

申し上げます。 

 

令和 8年 7月 15 日 

株式会社ジール 

代表取締役 平野 拓身 



令和８年７月１５日 

旅客船事業者の行政処分等の状況について 

                関東運輸局 海事振興部 旅客課 

（１）行政処分等の年月日 令和８年７月１５日 

（２）事業者の氏名又は名称 株式会社ジール 

（３）処分等の種類 事業の停止命令 

（４）事故等の概要 

令和７年１０月９日、１０月２３日、１０月３０日、

１０月３１日、１１月５日及び令和８年１月１５日、関

東運輸局が上記事業者に対する海上運送法第２５条第１

項に基づく検査を実施したところ、適切な船舶職員を乗

組ませずに運航していたこと、一般旅客定期航路事業の

船舶運航計画の届出を行っていなかったこと等、海上運

送法等関係法令の違反を確認した。 

（５）処分等の内容 

【事業の停止命令について】 

海上運送法第１７条、法第２１条の５において準用する

法第１７条及び法第２２条第２項において準用する法第１

９条の１４に基づき、令和８年７月１５日から令和８年 

８月１３日までの３０日間、一般旅客定期航路事業、旅客

不定期航路事業及び一般不定期航路事業の事業を停止する

こと。 

（６）違反点数付与状況 

当該行政処分等により付された違反点数 

  Ⅰ）一般旅客定期航路事業（関東 154）  ５３点 

  （うち輸送の安全に関する違反点数 ５０点） 

 

Ⅱ）旅客不定期航路事業(関東不 1105)    ５１点 

（うち輸送の安全に関する違反点数 ５０点） 

 

Ⅲ）旅客不定期航路事業（関東不 1185、関東不

1186、関東不 1203）、一般不定期航路事業    

各５０点 

（うち輸送の安全に関する違反点数 ５０点） 

 

 



令和 8年 6月 22 日 

 

 

行政処分に係る是正措置のご報告 

 

 このたびの行政処分に際しましては、多大なるご心配とご迷惑をおかけいたしま

したこと、改めて深くお詫び申し上げます。 

  

令和 8年 5月 21 日付け関東運輸局からの命令（関海運第 18 号）に対し、当社は安

全管理体制の抜本的な見直しを行い、是正措置を講じてまいりました。令和 8年 6

月 22 日付けにて関東運輸局に正式に提出し、受理されましたことをご報告申し上げ

ます。 

  

  是正措置の概要につきましては次のページをご確認ください。 

 

 このたびのことを深く反省し、安全運航の徹底と信頼回復に向けて、取り組んで

まいります。何とぞ変わらぬご指導・ご鞭撻を賜りますよう、心よりお願い申し上

げます。 
 

 
代表取締役 平野 拓⾝ 

 



令和 8年 6月 22日

関東運輸局長 殿

株式会社ジール

代表取締役 平野 拓身

輸送の安全確保に関する命令に対する措置報告書の提出について

令和 8年 5月 21日付け関海運第 18号「輸送の安全確保に関する命令」につい

て、当社が講じた具体的措置の内容を、別紙のとおり報告いたします。

以  上
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輸送の安全確保に関する是正措置について 

令和 8年 6月 22 日 

株式会社ジール 

当社は、令和 8年 5月 21 日付けにて関東運輸局より輸送の安全確保に関する命令（関海運第 18

号）を受け、以下のとおり是正措置を講じましたのでご報告いたします。 

１．資格管理体制の強化 

乗組員の海技免状について、安全統括管理者による直接確認体制を構築し、有効期限の一元管

理及び複数者による確認運用を開始いたしました。また、免許更新費用の会社全額負担制度を

導入し、会社主導による更新管理体制へ移行いたしました。 

２．安全情報の公表 

輸送の安全に関する基本方針、重点施策及びその達成状況、行政処分の内容について、当社ホ

ームページ上での公表を実施いたしました。今後も法令に基づき、安全情報の適時更新を継続

してまいります。 

３．経営トップによる安全管理への主体的関与 

経営トップは、外部海事安全顧問（現役船長・海事代理士）及び外部人事顧問から継続的な指

導を受け、安全管理に関する知識・意識の向上に取り組んでおります。また、取引先・顧客等

関係者への説明及び謝罪を誠実に行ってまいりました。 

全社員を対象とした外部専門家による教育講習を順次実施予定であり、組織全体での安全マネ

ジメント態勢の構築を推進しております。 

４．運航管理体制の整備 

船舶運航中における陸上との常時連絡体制を確立し、運航管理者が常時待機する体制を整えま

した。緊急時は電話による直接連絡を第一とし、報告先を一本化しております。また、情報共

有システムを活用した日次報告体制を整備いたしました。 

５．安全統括管理者の職務強化 

外部海事安全顧問・外部人事顧問・船舶管理専門エンジニアと連携し、従来の特定部門への権

限集中を解消いたしました。新たに業務部を設置し、配乗管理・免許管理・記録管理・航路申

請等を組織的に管理する体制へ移行いたしました。 

６．運航管理者の職務及び権限の適正化 

運航管理者を複数名体制とし、一方の判断のみで決定が行われない仕組みを構築いたしまし

た。業務部との連携による相互確認体制及び外部専門家による定期監査体制を整備しておりま

す。 

７．配乗計画管理の適正化 

配乗計画の作成・確認を複数者が連携して行う体制へ移行し、スケジュール管理システムを活

用した記録確認を徹底しております。従来の特定担当者への属人化を解消いたしました。 

８．運航記録の整備 



外部海事安全顧問の指導のもと、波高を含む運航中止基準に係る情報の記録欄を追加するとと

もに、連絡記録・船内巡視記録・運航変更事由等の記載欄を整備した最終版日報へ切り替えま

した。 

９．作業体制の見直し 

実際の運航体制に即した安全管理規程及び作業基準への見直しを行い、令和 8年 6月 1日に変

更届出を行いました。 

１０．発航前点検記録の管理強化 

発航前点検記録について、電子データによる一元管理体制へ移行し、安全統括管理者・運航管

理者・業務部責任者による複数者確認体制を構築いたしました。記録の改ざん・隠蔽が発生し

ない組織的な仕組みを整えております。 

１１．アルコール検査体制の強化 

アルコール検知器を用いた乗船前検査を義務化し、検査結果をアプリにより記録・管理する体

制を整備いたしました。予備機の備置及び記録の永続的保存を実施しております。また、変更

後の体制について全乗組員・船長への周知を行いました。 

１２．陸上施設点検記録の整備 

陸上施設の点検整備について、複数部門が協力して記録する体制へ移行し、電子記録管理へ完

全移行いたしました。不具合発生時は情報共有システムによる即時共有体制を整えておりま

す。 

１３．事故発生時の対応体制の整備 

事故発生時における乗船者への周知及び安全確保措置について、外部専門家による教育を実施

するとともに、対応手順を定め全乗組員・船長への周知を行いました。全乗組員・船長から誓

約書への署名を取得し、報告・周知義務の遵守を確認しております。 

１４．事故等の連絡体制の整備 

事故発生時における運航管理者・海上保安官署及び運輸局への連絡・報告手順を明確化し、全

乗組員・船長へ周知いたしました。情報の隠蔽を防ぐ組織的な仕組みを構築し、外部専門家に

よる教育を通じて法令遵守の徹底を図っております。 

 当社は今後も関係法令を遵守し、安全最優先の事業運営を継続してまいります。引き続きご

支援・ご指導のほどよろしくお願い申し上げます。 

以 上 



令和８年５月２１日 

旅客船事業者の行政処分等の状況について 

関東運輸局 海上安全環境部 運航労務監理官 

 

（１）行政処分等の年月日 令和８年５月２１日 

（２）事業者の氏名又は名称 株式会社ジール 

（３）処分等の種類 輸送の安全確保に関する命令 

（４）原因となった事故等の概要 

令和７年１０月９日、１０月２３日、１０月３０日、１０月

３１日、１１月５日及び令和８年１月１５日に下記の事業者に

対し、関東運輸局が海上運送法第２５条第１項に基づく監査

を実施したところ、適切な船舶職員を乗組ませずに運航してい

たことや、同社が定める安全管理規程を遵守しておらず、海

上運送法等関係法令が遵守されていない事実を確認しまし

た。 

（５）処分等の内容 

以下に掲げる措置について、令和８年６月２２日までに当局

あて文書にて報告すること。 

① 船舶所有者は、船舶職員及び小型船舶操縦者法第１８条に

基づき、運航船舶に乗組み基準に定める有効な海技免状を

受有する海技士を乗り組ませることについて、管理体制の

見直しを行い、これを確実に遵守するものとすること。ま

た、船長は同法第２１条に基づき、船舶職員として乗り組

む際は、乗組み基準において必要とされる資格に係る有効

な海技免状を受有すること。 

② 安全統括管理者は、海上運送法第１９条の４及び安全管理

規程第５１条第４項に基づき、当該事業にかかる輸送の安

全に係る情報を外部に対して公表すること。 

③ 経営トップは、法令に違反した事実に対する再発防止策を

策定し、適切な安全管理体制を確立するとともに、事案の

再発防止に向けて、安全管理規程第４条に基づき、輸送の

安全を確保するために、船舶職員及び小型船舶操縦者法を

はじめ、関係法令及び安全管理規程の遵守と安全最優先の

原則の徹底について主体的に関与し、安全マネジメント態

勢を構築すること。 

④ 運航管理者及び運航管理補助者は、安全管理規程第１５条

及び第１６条に基づき、船舶が運航している間、陸上にお

いて船舶と常時連絡できる体制を確保すること。 

⑤ 安全統括管理者は、安全管理規程第１７条に基づき、船舶

職員及び小型船舶操縦者法をはじめ、関係法令の遵守と安

全最優先の原則を社内へ徹底するとともに、安全管理規程

の遵守を確実にすること。 



⑥ 運航管理者は、安全管理規程第１８条に基づき、船舶の運

航管理及び輸送の安全に関する業務全般を統轄し、船舶職

員及び小型船舶操縦者法をはじめ、関係法令及び安全管理

規程の遵守を確実にしてその実施を図ること。

⑦ 運航管理者は、安全管理規程第２２条に基づき、配乗計画

の作成にあたり、適正な資格を有している法定職員が確保

されているか等、運航の安全性について検討を行い、法定

乗組み基準に適合するよう配乗計画を作成すること。

⑧ 運航管理者及び船長は、安全管理規程第２７条及び運航基

準第５条に基づき、運航中止基準にかかる情報について確

実に記録を残すこと。

⑨ 運航管理補助者及び輸送の作業に従事する者は、安全管理

規程第３１条及び作業基準第２条に基づき、船舶の離着岸

時の綱取り及び綱放し等の陸上・船内作業を実施するこ

と。

⑩ 船長は、安全管理規程第３２条に基づき、発航前点検につ

いて完全性が確保されている結果を点検簿に事実と違わず

記録し、航海の安全を確保すること。

⑪ 安全統括管理者は、安全管理規程第３５条に基づき、アル

コール検知器を用いたアルコール検査体制を構築し、社内

に周知したうえで乗組員及び船長に対して検査を確実に実

施させ、その結果を正確に記録すること。

⑫ 運航管理者は、安全管理規程第３７条に基づき、陸上施設

の点検整備について陸上施設点検簿を作成のうえ実施した

措置について記録すること。

⑬ 船長は、安全管理規程第３９条第１項に基づき、自船に事

故が発生したときは、事故発生の事実及び状況について正

確に乗船者に周知したうえで、安全確保のための必要な措

置を講ずること。

⑭ 船長は、安全管理規程第３９条第１項及び事故処理基準第

４条に基づき、自船に事故が発生したときは、事故の状況

及び講じた措置について速やかに運航管理者及び海上保安

官署等に連絡すること。また、運航管理者は事故処理基準

第４条に基づき、事故が発生した時は速やかに運輸局等ま

で事故の状況について報告すること。
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